
議  案  第　１９　号
議  決  第　２４　号

　平成31年度東串良町の一般会計予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条　　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ４，６９４，０００千円と定める。

２　 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表　歳入歳出予算」による。

（債務負担行為）

第２条　地方自治法第214条の規定により債務を負担する行為をすることができる事項、期間及び限度額は、「第２表
　債務負担行為」による。

（地方債）

第３条　地方自治法第230条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的、限度額、起債の方法、利率
　及び償還の方法は、「第３表　地方債」による。

（一時借入金）

第４条　地方自治法第235条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、４５０，０００千円と定める。

平 成 31 年 度 東 串 良 町 一 般 会 計 予 算

議決書



（歳出予算の流用）

第５条　地方自治法第220条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる場合は、
　次のとおりと定める。

　（１）　各項に計上した給料、職員手当及び共済費（賃金に係る共済費を除く。）に係る予算額に過不足を生じた場合に
　 　　おける同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用

　　　　　平成 31 年　３　月　８　日提出

　　　　　平成 31 年　３　月 20  日原案可決
         東 　 串    良    町    長　       宮     原　     順

         東 串 良 町 議 会 議 長　       田 之 畑　     稔













第２表　　　債　務　負　担　行　為

事　　　　　　　項 期　　間 限　　度　　額

住民基本台帳ネットワークシステム市町村機器リース料
自　平成32年度
至　平成36年度

5,864　千円

東 串 良 地 区 ス ト ッ ク マ ネ ジ メ ン ト 事 業 負 担 金
自　平成32年度
至　平成40年度

224,625　千円

－ 6 －



第３表　　　地　方　債

（単位：千円）

起 債 の 目 的 限度額 起 債 の 方 法 利 率 償 還 の 方 法

過 疎 対 策 事 業 債 448,100 証書借入又は証券発行

3.50％以内

ただし、利率見直し方式
変更後は見直し後の利率

　政府資金については、その融資条件により、銀行そ
の他の場合にはその債権者と協定するものによる。
　ただし、町財政の都合により措置期間及び償還期限
を短縮し、又は繰上償還もしくは低利に借換えするこ
とができる。

臨 時 財 政 対 策 債 100,000 証書借入又は証券発行

3.50％以内

ただし、利率見直し方式
変更後は見直し後の利率

〃

計 548,100

－ 7 －









予 算 に 関 す る 説 明 書

平 成 31 年 度

－ 11 －



－ 12 －
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4,000583,055 84,214 379,432 208,184 306,335 529,671

763 100 28

4,000

合　　　　　　　　　計 100 4,694,000 72,574 1,026,885 1,162,532 337,118

予備費 0.1 4,000

繰出金 6.3 296,610 191,900 104,710

465 21公課費 0.0

投資及び出資金 0.0 0

補償補填及び賠償金 1.0 48,615

149

9積立金 2.4 110,573 110,564

償還金利子及び割引料 11.3 530,671 1,000 529,671

4,015 2,200

4,451

7,920

42,400

16,673扶助費 14.4 677,042 655,918

33,629 20,443

貸付金 0.2 7,920

9,309 177,480 29,731負担金補助及び交付金 18.6 873,923 881 46,900 150,863 99,142 352,814 6,803

7,236 4,852備品購入費 0.7

原材料費 0.1 2,400

6,100

8,239使用料及び賃借料 0.7 32,894

863 235

0公有財産購入費 0.1 6,100

2,250 150

工事請負費 7.9 369,530 10,024 48,100 49,356 247,900 14,150

656 19,903 163 10 1,253

19,906

103 773 2,063 5,469

10,512 23,177 2,805 32,555

1,004 700 966

53,886

1,328 2,090役務費 0.8 38,769 5 24,737 2,201

300 50 250

委託料 7.4 344,848 281 137,838 63,888

7,751 3,186 38,457需用費 2.4 112,724 1,550 34,169 10,026 1,067 15,173 1,345

交際費 0.0

3,312旅費 0.7 33,843 4,780 8,445 436 196

1,699 3,453 50 360 5,312報償費 2.8 131,804 20 105,980 14,930

45,067

771 133 13,247 2,523

賃金 1.7 79,768 15,692 4,502 4,670 9,837

1,141 6,423 450 15,506共済費 6.1 284,933 12,947 211,116 10,603 8,501 18,246

35,730職員手当等 4.5 212,361 13,598 87,202 20,502 14,117

30,256 63,426 3,914 23,423 56,613

1,979 11,193 604 27,436

給料 8.2 384,858 8,970 162,086 36,170

402 4,872報酬 1.6 75,122 28,836 26,421 8,0336,558

平 成 31 年 度 歳 出 予 算 節 別 内 訳 表
（単位：千円）

構成比
(％)

合計
01
議会費

02
総務費

03
民生費

04
衛生費

06
農林水産業費

07
商工費

08
土木費

09
消防費

10
教育費

12
公債費

14
予備費



１　特別職

職員数 期末手当 その他 共済費 合　　計 備　　考

年間支給率 の手当
5,213
3.35
9,258

本年度 3.35
2,131
3.35

16,602

5,135
3.30
9,120

前年度 3.30
2,099
3.30

16,354

比　 較

12

78

138

322,253

0 2,253 248

0 0

78 △ 569

△ 623

△ 1,082 1,419

110 2,395

△ 491

△ 485

2,501

138

2,285

44,033 6,636 52,768 4,203 56,971

72,869 22,872 48 112,143 24,205 136,348

12 75,122 22,872 137,767

16,236 48 21,419

37,956 10,958 48,914

114,644 23,123

38,094 10,335 48,429

9,044 30,463

48

6,636

給　　　　与　　　　費　　　　明　　　　細　　　　書

2 16,236 48 21,497 8,475 29,972

給　　　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　　　費

給　　料 地域手当 寒冷地手当 計

55,053 4,313 59,366

その他の
特別職

計

報　　酬

10 28,836

2

0

その他の
特別職

計

長　　等

議　　員

その他の
特別職

計

長　　等

議　　員

区分

長　　等

議　　員

46,286

10 28,836



２　一般職

　　　（１）　総括

職員数

（人）

本年度 88

前年度 91

比 　較 △ 3

職員手当
の 内 訳

本年度

前年度

比 　較

15,330

△ 1,531 645

60 78,319 57,8852,056 4,933 4,740

16,506 1,888 4,734 4,740 60

△ 1,176 168

給　　　　　　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　　　　　　費

(千円） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円）

△ 4,285 7,026

区　　分

区　分

238,187

199 14,384 △ 1,3800 0

備　　考報　　　酬 給　　　料 職員手当 計

（千円） （千円）

共　済　費 合　　　計

759,499

178,457 515,636

（千円） （千円）

-

753,823

（千円） （千円）

- 11,311

332,894 189,768 236,837

- 337,179

522,662

5,676△ 1,350

8,400

児童手当 合　　計扶養手当 通勤手当 住居手当 管理職手当
管理職員特

別勤務手当
宿日直手当 期末手当 勤勉手当

時 間 外
勤務手当

(千円）

44

42

2

178,457

11,311

79,850 57,240 3,617 9,780

(千円）(千円） (千円）

189,76818,001



（２）　給料及び職員手当の増減額の明細

区　　分 増減額

給与改定に伴う増減分 758

昇 給 に 伴 う 増 加 分 5,687

そ の 他 の 増 減 分 △ 10,730 　職員の異動等による減　　 

制度改正に伴う増減分 1,494 　期末勤勉手当支給率の改正に伴う増

そ の 他 の 増 減 分 9,817 　時間外勤務手当等の増

職員手当

給　　料 △ 4,285

11,311

備　　　　　考説　　　　　　　　　明



（３）　給料及び職員手当の状況

　　　　ア　職員１人当たりの給与

（円）

（円）

（歳）

（円）

（円）

（歳）

　　　　イ　初任給

（円） （円） （円） （円）

高　校　卒

大　学　卒

148,600

180,700

134,200

146,000

148,600

180,700

134,200

146,000

中 学 校卒

高 校 卒

技　　能　　労　　務　　職
国　　　　　の　　　　　制　　　　　度

一般行政職 技能労務職

314,933

40.72

307,785

332,650

41.42

45.00

276,267

310,000

44.33

一　　般　　行　　政　　職　 技　　能　　労　　務　　職

303,488

328,756

278,867平均給料月額

平成31年１月１日現在

平成30年１月１日現在

区　　　　　　　　　　分

平均給与月額

区　　分 一　般　行　政　職

平 均 年 齢

平均給料月額

平均給与月額

平 均 年 齢



　　　　ウ　級別職員数

級 級

７　級

６　級 14 16.3

平成 31 年 １ 月 １日現在 ５　級 12 14.0

４　級 24 27.8 ４　級 1 33.3

３　級 9 10.5 ３　級 2 66.7

２　級 14 16.3 ２　級

１　級 13 15.1 １　級

計 86 100.0 計 3 100.0

７　級

６　級 14 16.3

平成 30 年 １ 月 １日現在 ５　級 13 15.1

４　級 26 30.2 ４　級 1 33.3

３　級 10 11.6 ３　級 2 66.7

２　級 12 14.0 ２　級

１　級 11 12.8 １　級

計 86 100.0 計 3 100.0

区　　　　　分
一　　　般　　　行　　　政　　　職 技　　　能　　　労　　　務　　　職

職員数（人） 構成比（％） 職員数（人） 構成比（％）



　　（級別の標準的な職務内容）

区　　　分 一　　　　　般　　　　　行　　　　　政　　　　　職 技　　　　　能　　　　　労　　　　　務　　　　　職

１　級

１　主事補
２　主事

１　電話交換手の職務
２　一般技能職員（物の製作若しくは修理又は機器の運転若しくは操作に従事する
職員  をいう。以下同じ。）の職務
３　理容、調理、裁縫等の家庭的業務を行う職員（以下「家政職員」という。）の職務
４　自動車運転手の職務
５　守衛又は巡視の職務
６　用務員、労務作業員、消毒婦、洗濯婦、炊婦等（以下「用務員」という。）の職務

２　級 特に高度の知識又は経験を必要とする業務を行う主事

１　相当の技能又は経験を必要とする電話交換手の職務
２　相当の技能又は経験を必要とする業務を行う一般技能職員の職務
３　相当の技能又は経験を必要とする業務を行う家政婦調理員の職務
４　相当の技能又は経験を必要とする業務を行う自動車運転手の職務
５　困難な業務を行う守衛又は巡視の職務
６　数名の用務員等を直接指揮監督する主任又は特に困難な業務を行う用務員等
の職務

３　級 主査の職務

１　高度の技能又は経験を必要とする電話交換手の職務
２　高度の技能又は経験を必要とする業務を行う一般技能労務職員の職務
３　高度の技能又は経験を必要とする業務を行う家政職員の職務
４　高度の技能又は経験を必要とする業務を行う自動車運転手の職務
５　特に困難な業務を行う守衛又は巡視の職務
６　高度の判断を必要とする用務員等の職務

４　級
１　主幹の職務
２　係長の職務

特に高度の技能又は経験を必要とする職務

５　級 課長補佐又は次長の職務 特に高度の判断を必要とする職務

６　級
課長、議会事務局長、各委員会の事務局の長（以下「課の長」という。７級に
掲げる課の長を除く。）又は参事の職務

７　級 特に重要な業務を所掌する課の長で、町長が定める課の長の職務



　　　　エ　昇給

（Ａ） （人） 89 86 3
（Ｂ） （人） 76 74 2
2号給 （人）

3号給 （人） 3 3
4号給 （人） 71 69 2
6号給 （人） 2 2
8号給 （人）

（Ｂ）／（Ａ）％ 85% 86% 67%

（Ａ） （人） 89 86 3
（Ｂ） （人） 81 78 3
2号給 （人）

3号給 （人） 3 3
4号給 （人） 70 68 2
6号給 （人）

8号給 （人） 8 7 1
（Ｂ）／（Ａ）％ 91% 91% 100%

代　　　　　表　　　　　的　　　　　な　　　　　職　　　　　種

一　　　般　　　行　　　政　　　職 技　　　能　　　労　　　務　　　職

職　　　　　　員　　　　　　数

区　　　　　　　　　　　分 合　　　　計

比　　　　　　　　　　　率

代　　　　　表　　　　　的　　　　　な　　　　　職　　　　　種

一　　　般　　　行　　　政　　　職 技　　　能　　　労　　　務　　　職

職　　　　　　員　　　　　　数

合　　　　計

昇給に係る職員数

比　　　　　　　　　　　率

号給数別内訳

本

年

度

前

年

度

昇給に係る職員数

号給数別内訳

区　　　　　　　　　　　分



　　　　オ　期末、勤勉手当

（月分） （月分）

本 　年　 度

前　 年　 度

国 の 制 度

　　　　カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

区　　　分

（月分） （月分）

支給率等

国の制度

加算措置等

定年前早期退職特例制度
（2％-45％加算）

定年前早期退職特例制度
（2％-45％加算）

そ の 他 の

26.365500

24.586875

支　　給　　率　　計　（月分）

最 高 限 度

（月分）

47.709000

47.709000

2.225

２０年

勤続の者

支　　給　　期　　別　　支　　給　　率

６月

2.225

2.125

２５年

区　　　分
職 制 上 の 段 階 ， 職 務 の

2.225

級 等 に よ る 加 算 措 置１２月

2.225

2.275

4.45

4.40

4.45

33.270750

47.709000

47.709000

33.270750

備　　　　考

有

有

有

備　　　　考

３５年

勤続の者勤続の者



　　　　キ　その他の手当

国　の　制　度　と　の　異　同 差　　異　　の　　内　　容

扶　　　養　　　手　　　当 同

住　　　居　　　手　　　当 同

通　　　勤　　　手　　　当 同



（単位：千円）

期 間 金 額 期 間 金 額 国県支出金 地方債 その他

　大家畜経営活性化資金利子
　補給

2,173
自13年度
至30年度

2,140
自31年度
至32年度

33 33

〃 1,381
自13年度
至30年度

1,359
自31年度
至32年度

22 22

〃 313
自13年度
至30年度

308
自31年度
至32年度

5 5

　農業経営基盤強化資金利子
　補給

439
自20年度
至30年度

436
自31年度
至31年度

3 1 2

〃 653
自20年度
至30年度

598
自31年度
至34年度

55 27 28

　畜産経営維持緊急支援資金
　利子補給

366
自23年度
至30年度

171
自31年度
至46年度

195 195

〃 286
自23年度
至30年度

162
自31年度
至41年度

124 124

〃 136
自23年度
至30年度

100
自31年度
至36年度

36 36

　畜産経営維持緊急支援資金
　利子補給

112
自25年度
至30年度

56
自31年度
至42年度

56 56

　庁舎内電話機リース料 4,996
自25年度
至30年度

3,714
自31年度
至32年度

1,282 1,282

　パソコンリース料 2,780
自26年度
至30年度

2,616
自31年度
至31年度

164 164

　農業土木標準積算システム
　機器リース料

419
自26年度
至30年度

394
自31年度
至31年度

25 25

　東串良中学校校務用リース
　料

4,029
自26年度
至30年度

3,194
自31年度
至31年度

835 835

　　　　　債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額
　　　又は支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

事 項 限 度 額
前 年 度 末 ま で の
支 出 （ 見 込 ） 額

当 該 年 度 以 降
の 支 出 予 定 額

左 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源



（単位：千円）

期 間 金 額 期 間 金 額 国県支出金 地方債 その他

事 項 限 度 額
前 年 度 末 ま で の
支 出 （ 見 込 ） 額

当 該 年 度 以 降
の 支 出 予 定 額

左 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源

　池之原小学校校務用リース
　料

2,397
自26年度
至30年度

1,981
自31年度
至31年度

416 416

　柏原小学校校務用リース
　料

2,397
自26年度
至30年度

1,925
自31年度
至31年度

472 472

　パソコンリース料 401
自26年度
至30年度

344
自31年度
至31年度

57 57

　土地改良施設維持管理適正
　化事業負担金

2,955
自26年度
至30年度

2,703
自31年度
至31年度

252 252

　パソコンリース料 997
自27年度
至30年度

704
自31年度
至32年度

293 293

　OCR装置賃借料 2,178
自27年度
至30年度

1,479
自31年度
至32年度

699 699

　クライアント運用管理システム
　リース料

3,549
自27年度
至30年度

2,410
自31年度
至32年度

1,139 1,139

　スマートゲートアダプタリース
　料

897
自27年度
至30年度

672
自31年度
至31年度

225 225

　池之原小学校給食用牛乳保
　冷庫リース料

875
自27年度
至30年度

525
自31年度
至32年度

350 350

　東串良中学校電話機リース
　料

1,032
自27年度
至30年度

487
自31年度
至32年度

545 545

　戸籍電算システムリース料 6,286
自27年度
至30年度

4,029
自31年度
至32年度

2,257 2,257

　マイナンバー関連機器リース
　料

1,302
自27年度
至30年度

822
自31年度
至32年度

480 480

　パソコンリース料 1,734
自27年度
至30年度

1,115
自31年度
至32年度

619 619

　議場会議システム使用料 15,485
自27年度
至30年度

4,738
自31年度
至37年度

10,747 10,747

　池之原小学校AEDリース料 273
自27年度
至30年度

210
自31年度
至31年度

63 63

　柏原小学校AEDリース料 273
自27年度
至30年度

210
自31年度
至31年度

63 63



（単位：千円）

期 間 金 額 期 間 金 額 国県支出金 地方債 その他

事 項 限 度 額
前 年 度 末 ま で の
支 出 （ 見 込 ） 額

当 該 年 度 以 降
の 支 出 予 定 額

左 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源

　東串良中学校AEDリース料 273
自27年度
至30年度

210
自31年度
至31年度

63 63

　地籍管理システムリース料 4,319
自28年度
至30年度

1,793
自31年度
至33年度

2,526 2,526

　高速カラープリンターリース
　料

4,496
自28年度
至30年度

1,998
自31年度
至33年度

2,498 2,498

　東串良中学校牛乳用保冷庫
　リース料

963
自28年度
至30年度

332
自31年度
至34年度

631 631

　柏原地区小さな拠点防犯カ
　メラシステムリース料

472
自28年度
至30年度

195
自31年度
至33年度

277 277

　池之原小学校（生徒用）パソ
　コンリース料

4,845
自29年度
至30年度

969
自31年度
至34年度

3,876 3,876

　柏原小学校（生徒用）パソコ
　ンリース料

4,335
自29年度
至30年度

867
自31年度
至34年度

3,468 3,468

　東串良中学校（生徒用）パソ
　コンリース料

6,120
自29年度
至30年度

1,224
自31年度
至34年度

4,896 4,896

　ほ場整備事業負担金（西牟
　田・雪山地区）

14,679
自29年度
至30年度

8,125
自31年度
至31年度

6,554 6,554

　東串良中学校印刷機リース 189
自29年度
至30年度

53
自31年度
至34年度

136 136

　池之原小学校心肺蘇生器
　リース料

315
自29年度
至30年度

78
自31年度
至33年度

237 237

　柏原小学校心肺蘇生器リー
　ス料

315
自29年度
至30年度

78
自31年度
至33年度

237 237

　東串良中学校心肺蘇生器
　リース料

315
自29年度
至30年度

78
自31年度
至33年度

237 237

　総合行政システムクラウド対
　象外機器リース料

5,365
自30年度
至30年度

0
自31年度
至35年度

5,365 5,365

　平成33年度評価替え土地
　評価委託料

13,680
自30年度
至30年度

0
自31年度
至32年度

13,680 13,680

　東串良町物産館指定管理
　者委託料

3,800
自30年度
至30年度

0
自31年度
至32年度

3,800 3,800



（単位：千円）

期 間 金 額 期 間 金 額 国県支出金 地方債 その他

事 項 限 度 額
前 年 度 末 ま で の
支 出 （ 見 込 ） 額

当 該 年 度 以 降
の 支 出 予 定 額

左 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源

　ほ場整備事業負担金（岩
　弘地区）

309,563
自30年度
至30年度

0
自31年度
至37年度

309,563 309,563

　土木積算システム保守委
　託料

4,436
自30年度
至30年度

0
自31年度
至34年度

4,436 4,436

　消防IP無線リース料 2,376
自30年度
至30年度

0
自31年度
至34年度

2,376 2,376

合計 441,970 55,602 386,368 28 0 0 386,340



(単位：千円)

当 該 年 度 末 中
起 債 見 込 額

当 該 年 度 末 中
元金償還見込額

1 3,298,582 2,615,937 448,100 342,858 2,721,179

1 公 共 事 業 等 債 165,651 150,991 13,011 137,980

2 公 営 住 宅 建 設 事 業 債 97,009 80,683 13,693 66,990

3 緊 急 防 災 ・ 減 災 事 業 債 29,551 23,688 5,887 17,801

4 教育･福祉施設等整備事業債 120,397 106,629 13,980 92,649

5 一 般 単 独 事 業 債 691,570 603,911 77,785 526,126

6 過 疎 対 策 事 業 債 2,175,896 1,639,019 448,100 211,010 1,876,109

7 都 道 府 県 貸 付 金 18,508 11,016 7,492 3,524

2 4,000 3,502 499 3,003

1 土 木 4,000 3,502 499 3,003

普 通 債

災 害 復 旧 事 業 債

地方債の前々年度末における現在高並びに前年度末
及び当該年度末における現在高の見込みに関する調書

区　　　　　　分
前 々 年 度 末
現 在 高

前 年 度 末
現在高見込額

当該年度中増減見込
当 該 年 度 末
現在高見込額



当 該 年 度 末 中
起 債 見 込 額

当 該 年 度 末 中
元金償還見込額

区　　　　　　分
前 々 年 度 末
現 在 高

前 年 度 末
現在高見込額

当該年度中増減見込
当 該 年 度 末
現在高見込額

3 2,134,860 1,983,391 100,000 161,639 1,921,752

1 財 源 対 策 債 12,672 10,419 2,298 8,121

2 減 収 補 て ん 債 12,120 11,204 938 10,266

3 減 税 補 て ん 債 5,994 3,228 1,101 2,127

4 臨 時 財 政 対 策 債 2,104,074 1,958,540 100,000 157,302 1,901,238

5,437,442 4,602,830 548,100 504,996 4,645,934

そ の 他

計


